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◎　一般会計・特別会計 （単位：千円）

25,768

6,245,2436,245,243

② 下水道特別会計 2,383,776 △ 2,367 2,381,409

国民健康保険特別会計

平成28年度　小城市一般会計・特別会計補正予算総括表

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

22,184,735 203,732 22,388,467１ 一般会計

２ 特別会計 9,178,428 △ 1,767 9,176,661

① 授産場特別会計 25,168 600

0③
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議案第85号　小城市一般会計補正予算（第６号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

203,732 203,732

376,630

市 債 46,500 1,706,600

合　　　　　計 22,184,735100.0

1,528,260 1,528,260 6.8

1.7諸 収 入 376,300 330

1,660,100

22,388,467

7.6

145,429繰 越 金 145,429

△ 115,283 572,283

県 支 出 金 2,219,484 37,501 43,873

100.022,388,467

0.6

財 産 収 入 166,739 10,996 177,735 0.8

2.6繰 入 金 687,566

合 計 22,184,735

寄 附 金

1 1 0.0

43,873 0.2

使 用 料 及 び 手 数 料 182,318 182,318 0.8 公 債 費 2,665,886 2,665,886 11.9

90,941 2,939,637 13.1 諸 支 出 金国 庫 支 出 金 2,848,696

2,256,985 10.1 予 備 費

12.4

分 担 金 及 び 負 担 金 323,523 1,320 324,843 1.5 災 害 復 旧 費 182,837 8,514 191,351 0.9

交通安全対策特別交付金 8,800 8,800 0.0 教 育 費 2,791,751 △ 11,565 2,780,186

10.1

地 方 交 付 税 7,057,712 7,057,712 31.5 消 防 費 770,945 996 771,941 3.4

地 方 特 例 交 付 金 23,340 23,340 0.1 土 木 費 2,217,151 54,989 2,272,140

8.5

自動車取得税交付金 15,283 15,283 0.1 商 工 費 270,677 △ 2,200 268,477 1.2

地 方 消 費 税 交 付 金 675,972 675,972 3.0 農林水産業費 1,887,878 12,186 1,900,064

10.3

株式等譲渡所得割交付金 17,930 17,930 0.1 労 働 費 10,182 10,182 0.0

配 当 割 交 付 金 22,595 22,595 0.1 衛 生 費 2,299,201 △ 2,060 2,297,141

11.0

利 子 割 交 付 金 6,646 6,646 0.0 民 生 費 6,342,384 142,808 6,485,192 29.0

地 方 譲 与 税 144,300 144,300 0.6 総 務 費 2,472,893 △ 386 2,472,507

平成28年度　第６号補正後予算総額　　22,388,467千円　

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

1.0市 税 4,073,742 131,427 4,205,169

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2億373万2千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ223億8,846万7千円とするものです。

　歳入の主なものは、市税及び各種事業に伴う国・県支出金、分担金及び負担金、市債の増のほ

か、基金利子に伴う財産収入の増、財源調整として財政調整基金繰入金の減などです。

　歳出の主なものは、生活保護扶助費、介護給付費・訓練等給付費支給事業、社会資本整備総合交

付金事業（橋りょう補修）、急傾斜地崩壊防止事業などを計上するものです。

18.8 議 会 費 229,076 450 229,526

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額
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議案第86号　小城市授産場特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ60万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ

ぞれ2,576万8千円とするものです。

　補正の内容は、箱製造及び段ボール加工事業を計上し、一般会計繰入金を繰り入れるもので

す。

100.0合 計 25,168 600 25,768 100.0 合　　　　　計 25,168 600 25,768

諸 収 入 144 144 0.6

繰 越 金 1,523 1,523 5.9

98.4

繰 入 金 12,501 600 13,101 50.8 予 備 費 400 400 1.6

財 産 収 入 11,000 11,000 42.7 民 生 費 24,768 600 25,368

平成28年度　第２号補正後予算総額　25,768千円　

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比
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議案第87号　小城市下水道特別会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

合 計 2,383,776 △ 2,367 2,381,409 100.0 合　　　　　計 2,383,776 △ 2,367 2,381,409 100.0

市 債 616,800 7,100 623,900 26.2

諸 収 入 8,003 19,520 27,523 1.2

繰 越 金 59,309 59,309 2.5

729,087

繰 入 金 924,525 △ 29,450 895,075 37.6

財 産 収 入 282 463 745 0.0

集団整備事業費 90,044 △ 9,119 80,925 3.4

分 担 金 及 び 負 担 金 36,389 36,389 1.5 下 水 道 費 1,554,645 6,752 1,561,397

30.6

県 支 出 金 27,162 27,162 1.1 予 備 費 10,000 10,000 0.4

国 庫 支 出 金 516,799 516,799 21.7 公 債 費 729,087

補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

65.6

使 用 料 及 び 手 数 料 194,507 194,507 8.2

平成28年度　第３号補正後予算総額　2,381,409千円　

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ236万7千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ23億8,140万9千円とするものです。

  歳入の主な内容は、基金利子に伴う財産収入の増、消費税還付及び事業協力金に伴う諸収入の

増、各種事業に伴う一般会計繰入金及び公共施設整備基金繰入金の減及び市債の増を行うもので

す。

　歳出の主な内容は、農業集落排水事業及び公共下水道事業の増、集団整備事業の減を計上するも

のです。

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前
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議案第88号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

100.0合 計 6,245,243 0 6,245,243 100.0 合　　　　　計 6,245,243 0 6,245,243

0.2

繰 上 充 用 金 376,831 376,831 6.0

予 備 費 10,000 10,000

0.0

諸 収 入 8,978 8,978 0.1 諸 支 出 金 8,626 8,626 0.1

繰 越 金 0 0 0.0 公 債 費 103 103

23.5

繰 入 金 544,437 544,437 8.7 保 健 事 業 費 31,603 31,603 0.5

共 同 事 業 交 付 金 1,598,770 1,598,770 25.6 共同事業拠出金 1,464,715 1,464,715

0.0

県 支 出 金 272,665 272,665 4.4 介 護 納 付 金 228,943 228,943 3.7

前 期 高 齢 者 交 付 金 1,208,925 1,208,925 19.4 老人保健拠出金 31 31

8.3

療養給付費等交付金 153,039 153,039 2.5
前期高齢者納
付 金 等

371 371 0.0

国 庫 支 出 金 1,424,419 1,424,419 22.8
後期高齢者支
援 金 等

521,231 521,231

0.4

使 用 料 及 び 手 数 料 800 800 0.0 保 険 給 付 費 3,580,206 3,580,206 57.3

国 民 健 康 保 険 税 1,033,210 1,033,210 16.5 総 務 費 22,583 22,583

平成28年度　第３号補正後予算総額　6,245,243千円　

　既定の歳入歳出予算の総額62億4,524万3千円に変更はなく、国庫補助金の確定に伴う財源振替を
行うものです。

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比
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□ ☑

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

合　　計

1,285 600 383 2,268

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

・補助事業による復旧工事
　1.本山川内線　　　ブロック積工　→　復旧範囲の変更による減額
　2.大地町原田線　　モルタル吹付工　→　土砂運搬距離の変更による減額
　3.川原桑鶴線　　　①吹付法枠工、②ブロック積工　→　復旧工法の見直しにより増額
　4.寺浦荒谷線　　　ブロック積工　→　取付工の変更による増額

合　　計

2,268 2,268

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 0 32,583 0 0 0 事業費計

その他

0

一般財源 6,398 一般財源

地方債 8,700 地方債

(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金17,485

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　6月19日～25日の梅雨前線豪雨により被災した道路を復旧し、道路の安全性確保を図る。

【内容】
　被災した道路を原形に復旧する。

・補助事業による復旧工事　4箇所（補助率：66.7％）
　　1.本山川内線　　　路肩崩落　Ｈ＝13ｍ　Ｌ＝10ｍ
　　2.大地町原田線　　法面崩落　Ｈ＝9ｍ　Ｌ＝10ｍ
　　3.川原桑鶴線　　　法面崩落　(①Ｈ＝18ｍ　Ｌ＝12ｍ　、②Ｈ＝8ｍ　Ｌ＝6ｍ）
　　4.寺浦荒谷線　　　路肩崩落　Ｈ＝20ｍ　Ｌ＝14ｍ

・市単独での復旧工事　2箇所
　　1.山神1号線　　　　①路肩崩落　H=1ｍ、L=3ｍ　②擁壁洗堀
　　2.湯ノ谷1号線　　 路肩崩落　H=3ｍ、L=10ｍ

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 道路法、小城市法定外公共物の管理に関する条例、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

事業期間

道路橋りょう災害復旧事業 基本事業名 3 市道の整備
一般 11 3 1 418

予算科目
会計 款 項 目 事業

県央に光る交通拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 道路橋りょう災害復旧事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

-　6　-



□ ☑

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

12,000 13,200

6,600 1,320 13,2005,280

その他 一般財源補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金

一般財源

0 事業費計 0

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費 合　　計

1,200

事　業　費 0 0 13,200 0 0

地方債

その他 1,320 その他

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

6,600 県支出金

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 5,280

事務事業の概要（目的、内容等）

(目的）
　平成28年6月の梅雨前線豪雨により、本山地区天山神社の斜面が崩壊し、神社施設が被災したため、
　復旧し、再発防止のため安全対策を図る。

(内容)
　延長　L=17m      急傾斜地崩壊防止事業　（負担率：県50％、市40％、地元10％）
  　 測量・設計・積算　一式
 　　 吹付法枠工　A=123㎡
　 　ブロック積工　A=34㎡

8 3 1 826

総
合
計
画
体
系

2

6

4

自然と共生する快適で安全・安心な
まち

消防・防災体制の充実

治山・治水対策の推進

地方債

事務事業名 急傾斜地崩壊防止事業 政策名

新規事業

担当部課

既存事業

建設部　建設課 施策名

予算科目
会計 款 項 目 事業

急傾斜地崩壊防止事業 基本事業名
一般

法令根拠 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

事業期間
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1 計画的な土地利用の推進

新規事業 既存事業

事務事業名 小城市立地適正化計画策定事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 都市再生特別措置法

事業期間
平成27 平成29

まちづくり事務費 基本事業名 2 適正な土地利用への誘導
一般 8 5 1 150

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　今後のまちづくりは、人口の減少と少子高齢化の進展を背景として、子どもから高齢者まで多世代が、安心安全で快適な
生活環境を実現するために、適正なエリアで人口を維持し効率的な公共サービスを提供することが大きな課題となってい
る。
　そのような中、都市全体の観点から居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実を図り、「コンパ
クトシティ・プラス・ネットワーク」の実現に向けた「立地適正化計画」を策定する。

【内容】
（平成27年度）　　立地適正化計画についての方針等検討
　　　　　　　　　　　都市機能誘導区域、居住誘導区域の設定検討　など

（平成28年度）　　都市機能誘導区域、居住誘導区域の設定検討
　　　　　　　　　　　公共交通上の課題の整理（地域公共交通網形成計画策定事業との連携）
　　　　　　　　　　　既存施設の整理（公共施設等総合管理計画との調整等）
　　　　　　　　　　　庁内検討委員会・都市計画審議会の開催（各2回開催予定）
　　　　　　　　　　　立地適正化計画（都市機能誘導区域）の公表　など

（平成29年度）　　居住誘導区域の設定に伴う農振農用地区域との調整よる期間延長
                        居住誘導区域の設定
　　　　　　　　　　　住民説明会の開催（中学校校区単位予定）
　　　　　　　　　　　庁内検討委員会・都市計画審議会の開催（各2回開催予定）　など

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

11,848

一般財源 4,223 5,147 2,478 一般財源 11,848

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

事　業　費 0 4,223 5,147 2,478 0 0 事業費計

その他

合　　計

0

合　　計

0

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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